
2021年７月臨時府議会 みつなが敦彦議員 議案討論 2021.07.16 

日本共産党の光永敦彦です。 

ただいま議題となっております、第１号議案「令和３年度京都府一般会計補正予算（第 10 号）」に賛成

の立場で討論を行います。 

 はじめに、西村経済再生担当大臣が、酒類提供飲食店が休業要請等に応じない場合、店舗情報を金融

機関に提供し、金融機関から圧力をかけてもらうように発言しました。さらに<酒類の提供停止を伴う

休業要請等に応じない飲食店との酒類の取引停止について（依頼）＞という要請文書を出していたこと

も明らかとなり、発言を撤回するという大問題が起こりました。これは、独占禁止法で定める優越的地

位の乱用にあたる恐れがあり、コロナ特措法からも逸脱し、さらに憲法で保障された経済活動の自由を

も踏みにじるものです。 

この背景には、東京オリンピック・パラリンピックは何がなんでも開催しようとする一方、感染増加

に対し、その責任は事実上、飲食店ばかりに押しつけるもので、到底看過できません。厳しく抗議し、

大臣は辞任すること、菅首相は国会で国民に対し、説明すること、そしてオリンピックは今からでも中

止を強く求めるものです。 

 さて、本議案は、まん延防止等重点措置が解除の一方、飲食店等への時短要請を継続するための補正

予算ですが、振り返ると、昨年の 12 月 21 日から始まった時短要請等は、今のところ８月１日までの間

に、京都市内の飲食店等では３月 22 日から４月４日までの２週間しかフル営業できず、その上、今回

の協力金は最低２万 5,000 円になるため、「今までなんとか持ちこたえてきたが、最初４万円だった協

力金が、ここまで減ると、もう廃業するしかない」などの悲鳴が、わが党議員団にも多数寄せられてい

ます。これまでのインバウンド偏重や消費税増税による景気悪化、格差と貧困の広がりに加え、長引く

コロナ禍で、中小零細事業者は先行きが見えず、持ちこたえられない事態に直面しておられるのです。 

 しかも、京都府では、感染者数が下げ止まりから、増加傾向に転じ、さらにデルタ株が広がるなど、

予断を許さない事態になりつつあります。 

 こうした中、京都府議会では、７月６日に全会一致で議決した「コロナ禍で影響を受ける中小企業・

個人事業主・働くひとたちへの経済対策・緊急支援対策を求める意見書」で、「適切かつ着実な最低賃金

引き上げを図るとともに中小企業、個人事業主に対して賃金引き上げができる環境整備に努めること。」

とし、そのために「中小企業、個人事業主に対する、国税、地方税、各種保険料の減免や猶予等の措置

を講ずること」と求めています。 

 さらに持続化給付金や家賃支援給付金の再支給、雇用調整助成金の特例措置の実施など、京都経済を

支えてきた中小・零細事業者が、経営を続けつつ雇用を守ることを一体的に続けられるように支援を求

める内容となりました。この議決後、７月 14 日には中央最低賃金審議会が、去年はコロナ禍理由に平

均１円 UP だったのが、今年は平均 28 円 UP が示されました。今後、京都府の審議会の開催にあたっ

ても、府議会意見書が全会一致で可決した意味を深く受け止めた審議を願うものです。そして、京都経

済の持続を補償するためにも、今ある事業者をつぶさず、そこに働く労働者の雇用も守ることこそ必要

です。そうした立場から、消費税減税を含む国の対策を求めるとともに、京都府としても協力金の上乗

せ、酒類販売事業者支援金の要件見直しや、あらゆる産業への真水の支援を強く求めておきます。 

 また、政府は、ワクチンが不足することをわかっていながらどんどん打てと号令をかけ、国のワクチ

ン接種記録システム（VRS）への入力が遅れている自治体には自己責任、在庫があるだろうと、上から

目線で責任転嫁をするなど、許しがたいことで、これもまた河野大臣が陳謝する事態になっています。



同様に、伏見区医師会は「京都市のワクチン供給に対する抗議文」を京都市長宛に発出され、全国市長

会もワクチンめぐり「迷惑」だとする意見が噴出したと報道されています。 

ワクチン接種の現場では、高齢者は７月末接種完了の政府の大号令のもと、例えば、ある医療機関では、

もともとワクチン予約が秋になっていた方に、７月に接種できるよう医師体制を見直し予約変更のお知

らせを電話等で案内し、「いよいよ接種できる」となった時に、ワクチンが来なくなり、600 人に電話を

かけて、延期のお詫びを連日行う、また別の医療機関では 170 人に電話し、どうしてもつながらない方

は、連日、訪問してお知らせに回る、その中では、玄関先で１時間、苦情を言われる、など府民に不安

をあおり、医療現場にさらなる矛盾のしわ寄せがのしかかっているのです。 

自治体職員さんは、徹夜で地区医師会と連携して集団接種会場など準備してきたのに、ワクチンが来

ないため、また夜中まで仕事。こうした事態を前に、ある医療関係者は「京都府職員さんが悪いわけで

はないから、いいたいことは山ほどあるけれど、この問題で、苦情など言うのは控えよう」と分断でな

く連携こそ、との姿勢は、涙ぐましいものです。 

いま、若い方の罹患率が上がり、陽性となってから、短時間に増悪する方が増え、第五波を前に「こ

のままで持ちこたえられるのか」との医療現場からの不安もお聞きしているだけに、ワクチンをめぐる

正確な説明と今後のメドを示すことや、在宅、宿泊療養の医療提供体制の抜本的強化、すべての医療機

関等への支援など、急いで具体化すること、そのためにも北山エリアの再開発など不急の事業と体制を

見直すよう強く求めておきます。 

なお、全国で豪雨災害等が相次いでおり、被害にあわれた方にお見舞いを申し上げますとともに、コ

ロナ禍での対策となり、特別に万全な体制や取り組みを求めて、討論を終わります。ご清聴ありがとう

ございました。  


